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条例施行規則改正関連法令改正箇所（抜粋） 

【特定商取引に関する法律】 

改正後 改正前 

 

（前略） 

 

（訪問販売における契約の申込みの撤回等） 

第九条 販売業者若しくは役務提供事業者が

営業所等以外の場所において商品若しくは

特定権利若しくは役務につき売買契約若し

くは役務提供契約の申込みを受けた場合若

しくは販売業者若しくは役務提供事業者が

営業所等において特定顧客から商品若しく

は特定権利若しくは役務につき売買契約若

しくは役務提供契約の申込みを受けた場合

におけるその申込みをした者又は販売業者

若しくは役務提供事業者が営業所等以外の

場所において商品若しくは特定権利若しく

は役務につき売買契約若しくは役務提供契

約を締結した場合（営業所役務につき売買契

約若しくは役務提供契約を締結した場合（営

業所等において申込みを受け、営業所等以外

の場所において売買契約又等において申込

みを受け、営業所等以外の場所において売買

契約又は役務提供契約を締結した場合を除

く。）若しくは販売業者若しくは役務提供契

約を締結した場合を除く。）若しくは販売業

者若しくは役務提供事業者が営業所等にお

いて特定顧客と商品若しくは特定権利若し

くは役務につき売買契約若しくは役務提供

契約を締結した場合におけるその購入者若

しくは役務の提供を受ける者（以下この条か

ら第九条の三までにおいて「申込者等」とい

う。）は、書面又は電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によつては認識

することができない方式で作られる記録で

あつて、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。以下同じ。）によりその

売買契約若しくは役務提供契約の申込みの

撤回又はその売買契約若しくは役務提供契

約の解除（以下この条において「申込みの撤

回等」という。）を行うことができる。 

 

（後略） 

 

 

（前略） 

 

（訪問販売における契約の申込みの撤回等）） 

第九条 販売業者若しくは役務提供事業者が

営業所等以外の場所において商品若しくは

特定権利若しくは役務につき売買契約若し

くは役務提供契約の申込みを受けた場合若

しくは販売業者若しくは役務提供事業者が

営業所等において特定顧客から商品若しく

は特定権利若しくは役務につき売買契約若

しくは役務提供契約の申込みを受けた場合

におけるその申込みをした者又は販売業者

若しくは役務提供事業者が営業所等以外の

場所において商品若しくは特定権利若しく

は役務につき売買契約若しくは役務提供契

約を締結した場合（営業所役務につき売買契

約若しくは役務提供契約を締結した場合（営

業所等において申込みを受け、営業所等以外

の場所において売買契約又等において申込

みを受け、営業所等以外の場所において売買

契約又は役務提供契約を締結した場合を除

く。）若しくは販売業者若しくは役務提供契

約を締結した場合を除く。）若しくは販売業

者若しくは役務提供事業者が営業所等にお

いて特定顧客と商品若しくは特定権利若し

くは役務につき売買契約若しくは役務提供

契約を締結した場合におけるその購入者若

しくは役務の提供を受ける者（以下この条か

ら第九条の三までにおいて「申込者等」とい

う。）は、書面によりその売買契約若しくは

役務提供契約の申込みの撤回又はその売買

契約若しくは役務提供契約の解除（以下この

条において「申込みの撤回等」という。）を

行うことができる。 

 

 

 

 

 

（後略） 
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【特定商取引に関する法施行規則】 

改正後 改正前 

 

（前略） 

 

（通信販売における禁止行為） 

第十六条 法第十四条第一項第二号の主務省令

で定める行為は、販売業者又は役務提供事業者

が、電子契約（販売業者又は役務提供事業者と

顧客との間で電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信技術を利用する方法によ

り電子計算機の映像面を介して締結される売

買契約又は役務提供契約であつて、販売業者若

しくは役務提供事業者又はこれらの委託を受

けた者が当該映像面に表示する手続に従つて、

顧客がその使用する電子計算機を用いて送信

することによつてその申込みを行うものをい

う。以下この項及び第三項において同じ。）の

申込みを受ける場合において、申込みの内容

を、顧客が電子契約に係る電子計算機の操作

（当該電子契約の申込みとなるものに限る。）

を行う際に容易に確認し及び訂正することが

できるようにしていないことと 

する。 

［号を削る。］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［号を削る。］ 

 

 

 

 

［号を削る。］ 
 

 

 

 

（後略） 

 

（前略） 

 

（通信販売における禁止行為） 

第十六条 法第十四条第一項第二号の主務省令で定

める行為は、次に掲げるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 販売業者又は役務提供事業者が、電子契約（販

売業者又は役務提供事業者と顧客との間で電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術

を利用する方法により電子計算機の映像面を介し

て締結される売買契約又は役務提供契約であつ

て、販売業者若しくは役務提供事業者又はこれら

の委託を受けた者が当該映像面に表示する手続に

従つて、顧客がその使用する電子計算機を用いて

送信することによつてその申込みを行うものをい

う。以下この号及び次号において同じ。）の申込み

を受ける場合において、電子契約に係る電子計算

機の操作（当該電子契約の申込みとなるものに限

る。次号において同じ。）が当該電子契約の申込み

となることを、顧客が当該操作を行う際に容易に

認識できるように表示していないこと。 

二 販売業者又は役務提供事業者が、電子契約の申

込みを受ける場合において、申込みの内容を、顧

客が電子契約に係る電子計算機の操作を行う際に

容易に確認し及び訂正できるようにしていないこ

と。 

三 販売業者又は役務提供事業者が、申込みの様式

が印刷された書面により売買契約又は役務提供契

約の申込みを受ける場合において、当該書面の送

付が申込みとなることを、顧客が容易に認識でき

るように当該書面に表示していないこと。 

 

（後略） 
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【民法】 

 今回の改正で制度の枠組み自体を大きく変更したため、個々の条文が改正前の条文

番号に対応していない。ここでは、条例施行規則の改正箇所に関連する条文を挙げた。 

 

改正後の関連条文 改正前の関連条文 

 

（前略） 

 

（買主の追完請求権） 

第五百六十二条 引き渡された目的物が種類、

品質又は数量に関して契約の内容に適合し

ないものであるときは、買主は、売主に対し、

目的物の修補、代替物の引渡し又は不足分の

引渡しによる履行の追完を請求することが

できる。ただし、売主は、買主に不相当な負

担を課するものでないときは、買主が請求し

た方法と異なる方法による履行の追完をす

ることができる。 

２ 前項の不適合が買主の責めに帰すべき事

由によるものであるときは、買主は、同項の

規定による履行の追完の請求をすることが

できない。 

 

（中略） 

 

（買主の損害賠償請求及び解除権の行使） 

第五百六十四条 前二条の規定は、第四百十五

条の規定による損害賠償の請求並びに第五

百四十一条及び第五百四十二条の規定によ

る解除権の行使を妨げない。 

 

（後略） 

 

 

 

 

（売主の瑕疵担保責任） 

第五百七十条 売買の目的物に隠れた瑕疵があ

ったときは、第五百六十六条の規定を準用す

る。ただし、強制競売の場合は、この限りでは

ない。 

 

＜参考＞ 

（地上権等がある場合等における売主の担保責

任） 

第五百六十六条 売買の目的物が地上権、永小作

権、地役権、留置権又は質権の目的である場合

において、買主がこれを知らず、かつ、そのた

めに契約をした目的を達することができない

ときは、買主は、契約の解除をすることができ

る。この場合において、契約の解除をすること

ができないときは、損害賠償の請求のみをす

ることができる。 

２ 前項の規定は、売買の目的である不動産のた

めに存すると称した地役権が存しなかった場

合及びその不動産について登記をした賃貸借

があった場合について準用する。 

３ 前二項の場合において、契約の解除又は損害

賠償の請求は、買主が事実を知った時から一

年以内にしなければならない。 

 

 

 


